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公共建築数量積算基準
公共建築設備数量積算基準

参考資料
公共建築工事積算研究会参考歩掛リ
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公共建築工事の予定価格を適正に定めることの重要性が益々高まっていますが、予定価格の算出に際し

ては、国の統一基準である公共建築工事積算基準をはじめとする積算基準類に準拠して積算業務を行うこ

とが基本となります。

本書は、公共建築工事の積算関係の統一基準の最新の改定内容を反映するとともに、参考歩掛りや関係

法令 通達等も加えて、当研究所において整理 編集したものです。今後の適正な公共建築工事積算のた

めに 本書が幅広く活用されることを期待するところです。

本●Iよ、国の積算に関する統一基準である公共建築工事積算基準、公共建築工事共通費積算基準、公共

建築工事標準単価積算基準、公共建築数量積算基準及び公共建築調扁数量積算基準等を収録したもので、
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省建築工事積算基準」の名称)から
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公共建築工事積算基準
公共建築工事共通費積算基準
公共建築工事標準単価積算基準

第 1編 総則
第 2編 建築工事
第 3編 電気設備工事

第4編 機械設備工事
第 5編 昇降機設備工事
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建築積算のための仮設計画
■監修 国土交通省大臣官房官庁営繕部
■編集り晋子 (―財)建築コスト管理システム研究所
0図●コード3436 A4判 定価5,500円 (税込)

公共建築工事積算基準の解説
I建築工事編】〈令和5年基準)

■監修 国土交通省大臣官房官庁営繕部

■編集 発行 (―財)建築コスト管理システム研究所

(11月刊行予定)定価未定

公共建築工事積算基準の解説
I設備工事編】〈令和5年基準〉
■監修 国土交通省大臣官房官庁営繕部

■編集 発行 (―財)建築コスト管理システム研究所

(11月刊行予定)定価未定

建築数量積算基準。同解説
〈令和5年版〉
■編集 (―財)建築コスト管理システム研究所/

(公社)日本建築積算協会
■発行 (―財)建築コスト管理システム研究所
0図●コード3497 A4判 定価5.280円 観込)

建築工事内訳書標準書式。同解説
〈令和5年版〉
■編集 (―財)建築コスト管理システム研究所/

(公社)日本建築積算協会
■発行 (―財)建築コスト管理システム研究所
0図●コード3498 A4判 定価5.610円 (税込)

公共建築設備数量積算基準・
同解説lT成2野版〉
■監修 国土交通省大臣官房官庁営繕部

■編集 銘 テ (=財)建築コスト管理システム研究所
0図書コード3315 A4判 定価4510円 (税込)

公共建築工事内訳書標準書式
【設備工事編】。同解説   (平成30年版〉

■監修 国土交通省大臣官房官庁営繕8B

■編集 発行  (―財)建築コスト管理システム研究所
0図書コード334フ  A4判 定価5060円 (税込)

(改訂版〉公共建築改修工事の
積算マニュアル
■監修 国土交通省大臣官房官庁営経部
■編集 発行  (―財)建築コスト管理システム研究所
0図書コード3168 A4判  定価6050円 〈税込)

公共建築設備改修工事の
積算マニュアル
■編集 発行 (―財)建築コスト管理システム研究所

0図■コード2933 A4判 定価7,260円 (税込)
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